
平成27年７月Ｊ/日

調査・研修報告書（会派個人用）

報告者：谷口隆明会派名

※調査・研修終了後、－週間以内に会派事務局へ提出してください。

実施場所：金沢市(自治体学校） 実施日：７月２５日～27日

■目的・課題・問題事項（調査・研修に先立っての思いや本市の現状など）

戦後70年、憲法にもとづく平和主義や地方自治が曲がり角、歴史的岐路に立たされてい

る。平成の大合併の全国の総括から学び、庄原市の合併の総括を体系的に行い、庄原市の

新しい長期総合計画に対応すること。また、地方創生やコンパクトシティ、小さな拠点等

の考え方の本質を学び、市政運営への提言に生かすこと。

■参考とすべき事項

･基調講演の「地方自治の危機と再生への道」（宮本憲一先生)では、日本の新自由主義の

行き詰まりで日本社会の危機も極限を向かえようとしており、この事態を変えるのは市民

であり、その中で民主的な自治体運営の大切さが強調されました。平和でこそ経済の内発

的発展も可能であることも改めて理解できました。

･金沢大学の西村茂教授による「平成の大合併の検証と『地方創生』｣、石川県白山市の広

域合併は市民の暮らしをどう変えたかの具体的分析､大型合併した新潟県佐渡市の10年間

の分析と合併の評価、滋賀県全体の合併の総括など庄原市の合併総括にとっても大いに参

考になりました。

合併に向けては各地で議論が盛んだったが、１０年後の総括は昭和の合併と違いあまり進

んでいない。政府の地方創生の新しい動きに的確に対応するためにも、合併の検証は避け

て通れないということを全国の経験から学びました。

■提言・その他（本市の施策等にどのように活用すべきかなど）

昨年の自治体学校の時と同じようなことになりますが、

･市政運営の基本に憲法を置くこと。住民自治を育てるためにも団体自治を大切にするこ

と。

･合併10年を迎えて、財政面を含めてきちんとした合併総括を市民視点で行う必要がある

こと。本来はそれが、次の長期総合計画の基礎的資料になるべきであること。
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周間以内に会派事溺同へ礎匝調香・hIH遷羅

会jTR名 :副繊危崇 報告者:刷毒課④

※調査一研修終了後、－週間以内に会派事務局へ提出してください．

風

実施場
旧IＩＷｋ

鞠｡森､優弥§jUKIq械鴬
実施日:｣Uols犀7月乙５Ｇ口ン7日

｡■）


